










     平成２８年６月分 
【 新規求人の増加した産業（前年同月比） 】 
 
建設業（４２．４％増）、製造業（１３．８％増）、運輸業・郵便業（２１．１％増）、医療・福  
祉（４．３％増）、サービス業（３９．６％増） 
 

 

《 主な要因 》 

 
○建設業   …      高崎・館林地区の事業所等からのまとまった求人があったことなどにより、全 
              体として増加した。 
 
 
○製造業   …      高崎地区の食料品製造事業所からのまとまった求人があったこと、前橋・伊勢 
              崎・太田地区等の輸送用機械器具製造事業所等からの求人が増加したことなど 
              により、全体として増加した。 
 
 
○運輸業・郵便業…   高崎・館林地区の貨物自動車運送事業所等からの求人が増加したことなどに 
              より、全体として増加した。 
 
 
○医療・福祉 …     太田・館林地区の事業所等からの求人が増加したことなどにより、全体として 
              増加した。 
 
 
○サービス業 …     高崎地区の廃棄物処理事業所、伊勢崎・太田地区の派遣・請負事業所からの 
              まとまった求人があったことなどにより、全体として増加した。 
 
 
 
【 新規求人の減少した産業（前年同月比） 】  
 
 
情報通信業（１９．３％減）、卸売・小売業（１０．８％減）、宿泊業・飲食サービス業（１７．７
％減） 

 

《 主な要因 》 

 
○情報通信業   …    前橋・高崎地区の事業所等からの求人が少なかったことなどにより、全体とし 
               て減少した。 
 
 
○卸売・小売業…      館林地区の卸売事業所からのまとまった求人がなかったことなどにより、全 
               体として減少した。 
 
 
○宿泊業・ 
 飲食サービス業…    前橋・高崎・太田区の飲食店事業所等からの求人が少なかったことなどにより、 
                ことなどにより、全体として減少した。 
 



（新産業分類） （新産業分類）

全産業 建設業 製造業 情報通信業
運輸業，
郵便業

卸売 小売業
宿泊業，飲食
サービス業

医療 福祉 サービス業 【製造業全体】  食 料 品 
プラスチック製

品
金 属 製 品

はん用機械器
具製造業

電子部品・デ
バイス電子回

路製造業

電気機械
器具

情報通信器
輸送用機械器

具

（％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％）

28年6月 4.5 42.4 13.8 ▲ 19.3 21.1 ▲ 10.8 ▲ 17.7 4.3 39.6 5,623 28年6月 13.8 36.0 4.8 ▲ 32.4 ▲ 18.7 ▲ 22.9 4.3 ▲ 12.0 58.1

28年5月 13.3 ▲ 0.3 0.9 96.7 3.7 52.2 13.9 4.2 ▲ 3.0 5,133 28年5月 0.9 41.5 29.7 ▲ 2.4 ▲ 18.0 ▲ 31.6 ▲ 30.3 ▲ 31.0 ▲ 15.6

28年4月 7.9 ▲ 13.3 3.9 27.3 1.4 2.1 8.6 17.0 29.5 4,858 28年4月 3.9 12.6 ▲ 8.6 77.1 17.1 ▲ 22.5 ▲ 2.5 18.2 ▲ 21.5

28年3月 7.7 26.3 ▲ 8.1 ▲ 46.3 10.4 34.6 ▲ 23.0 1.7 22.0 5,143 28年3月 ▲ 8.1 ▲ 36.9 ▲ 9.1 ▲ 28.8 71.7 ▲ 26.7 ▲ 6.6 50.0 26.9

28年2月 12.8 9.6 12.6 85.7 21.1 0.9 7.4 18.8 33.0 5,151 28年2月 12.6 68.9 46.1 ▲ 5.9 4.2 ▲ 11.1 ▲ 32.1 ▲ 23.5 ▲ 2.7

28年1月 5.4 14.3 ▲ 14.6 16.8 6.7 ▲ 0.9 14.8 6.3 25.2 5,408 28年1月 ▲ 14.6 ▲ 19.3 ▲ 21.5 ▲ 13.0 17.6 ▲ 37.3 ▲ 1.5 ▲ 14.0 ▲ 10.9

27年12月 2.1 5.4 ▲ 3.1 ▲ 35.2 37.2 ▲ 1.1 13.0 3.1 13.5 5,466 27年12月 ▲ 3.1 ▲ 28.2 ▲ 11.3 ▲ 4.4 24.4 84.6 ▲ 2.7 ▲ 12.5 ▲ 13.5

27年11月 2.8 ▲ 2.4 ▲ 0.4 20.3 14.2 ▲ 1.4 ▲ 1.6 0.5 5.8 5,796 27年11月 ▲ 0.4 45.2 9.5 3.7 ▲ 37.9 ▲ 40.0 ▲ 29.9 14.3 ▲ 9.6

27年10月 3.4 14.5 ▲ 4.9 6.5 9.7 ▲ 17.7 ▲ 1.5 11.3 21.8 6,004 27年10月 ▲ 4.9 3.1 37.0 0.0 7.1 ▲ 41.7 ▲ 20.6 ▲ 34.9 4.8

27年9月 ▲ 0.9 21.2 16.9 ▲ 11.0 27.9 ▲ 26.7 42.9 7.4 13.7 6,238 27年9月 16.9 27.0 16.6 17.8 30.3 ▲ 6.7 15.9 ▲ 46.9 ▲ 8.3

27年8月 3.6 3.6 ▲ 1.9 ▲ 15.2 45.0 29.3 ▲ 30.8 5.2 ▲ 4.9 6,246 27年8月 ▲ 1.9 21.7 ▲ 35.3 13.0 ▲ 17.0 ▲ 42.3 ▲ 31.8 ▲ 43.5 14.1

27年7月 8.6 ▲ 3.5 4.8 ▲ 6.5 24.9 14.6 7.3 2.6 22.3 6,307 27年7月 4.8 9.1 25.0 ▲ 5.8 26.6 ▲ 37.8 ▲ 3.7 ▲ 53.7 5.5

27年6月 13.4 3.8 ▲ 7.9 0.0 22.1 66.0 43.8 16.8 4.6 6,138 27年6月 ▲ 7.9 ▲ 33.6 ▲ 14.1 38.8 50.6 40.0 16.7 31.6 ▲ 25.9

27年5月 ▲ 0.8 ▲ 11.0 4.4 ▲ 50.8 0.8 30.1 ▲22.7 5.4 ▲ 0.5 5,596 27年5月 4.4 13.2 ▲ 36.2 5.0 20.8 0.0 5.6 52.6 28.5

27年4月 ▲ 0.5 5.5 ▲ 9.2 ▲ 27.2 ▲ 4.7 13.7 ▲ 17.8 ▲ 1.1 ▲ 13.3 5,492 27年4月 ▲ 9.2 ▲ 2.1 ▲ 12.2 ▲ 44.5 ▲ 24.8 60.0 7.0 ▲ 18.5 37.8

27年3月 1.5 5.9 ▲ 2.2 45.7 ▲ 1.7 ▲ 10.3 50.7 23.7 4.1 5,614 27年3月 ▲ 2.2 30.4 ▲ 1.2 12.9 ▲ 56.5 42.9 ▲ 18.7 7.7 ▲ 28.0

27年2月 6.0 ▲ 21.4 13.6 ▲ 42.0 24.7 48.8 10.3 3.7 ▲ 16.6 5,466 27年2月 13.6 2.6 ▲ 6.7 20.9 18.8 28.6 ▲ 2.1 ▲ 2.9 20.9

27年1月 ▲ 8.2 ▲ 23.2 10.2 ▲ 3.0 ▲ 13.4 ▲ 17.1 ▲ 31.5 ▲ 1.7 ▲ 13.3 5,660 27年1月 10.2 39.8 10.4 4.2 0.0 8.5 ▲ 13.4 126.3 ▲ 1.4

26年12月 1.7 ▲ 5.6 2.4 ▲ 4.6 ▲ 4.0 26.3 7.0 7.4 0.1 5,758 26年12月 2.4 31.0 27.9 19.5 13.0 ▲ 48.0 ▲ 19.9 77.8 ▲ 12.3

26年11月 ▲ 7.6 ▲ 13.6 ▲ 4.8 ▲ 20.8 ▲ 8.8 2.4 23.4 ▲ 6.7 ▲ 14.7 5,895 26年11月 ▲ 4.8 ▲ 18.4 2.2 ▲ 14.1 38.9 ▲ 39.0 ▲ 17.3 ▲ 50.0 4.0

26年10月 ▲ 4.4 ▲ 8.4 8.8 ▲ 2.4 ▲ 19.9 0.6 ▲ 21.4 ▲ 0.7 ▲ 12.7 6,405 26年10月 8.8 4.9 2.3 32.0 0.9 118.2 ▲ 12.4 377.8 6.4

26年9月 7.3 ▲ 5.5 ▲ 3.6 ▲ 5.9 ▲ 33.1 25.5 15.3 22.5 ▲ 6.6 6,699 26年9月 ▲ 3.6 13.2 ▲ 6.8 18.4 ▲ 26.2 7.1 ▲ 31.4 88.2 5.0

26年8月 ▲ 11.6 10.2 ▲ 7.5 ▲ 33.1 ▲ 33.8 ▲ 26.5 37.8 ▲ 12.3 0.9 6,581 26年8月 ▲ 7.5 ▲ 19.8 ▲ 23.9 ▲ 19.8 ▲ 1.0 ▲ 23.5 32.8 76.9 ▲ 18.5

26年7月 ▲ 14.6 6.1 11.6 ▲ 0.7 ▲ 18.5 ▲ 36.5 ▲ 22.1 ▲ 8.9 ▲ 26.1 6,763 26年7月 11.6 ▲ 2.2 6.7 36.8 16.0 117.6 ▲ 7.5 272.7 19.6

（注）平成１９年１１月改訂の「日本標準産業分類」に基づく区分により表章したもの。

     群馬労働局職業安定部職業安定課

※「製造業」のうち、 主な業種別（学卒を除きパートを含む）前年同月比・増減率の推移

    群馬労働局職業安定部職業安定課

 産業別新規求人数（学卒を除きパートを含む）前年同月比・増減率の推移

受給者実人員



平成２８年度 新規求職者（常用）の態様別内訳（パートを除く）
群馬労働局職業安定部職業安定課

当 月 前年比 当 月 前年比 当 月 前年比 当 月 前年比 当 月 前年比 当 月 前年比 当 月 前年比 当 月 前年比 当 月 前年比 当 月 前年比 当 月 前年比 当 月 前年比 計
前年
同期
比

5,077 ▲ 9.2 4,393 1.9 4,441 ▲ 2.5 13,911 ▲ 3.8

1,463 ▲ 4.8 1,540 3.4 1,751 2.8 4,754 0.5

3,250 ▲ 8.9 2,527 1.9 2,377 ▲ 5.1 8,154 ▲ 4.7

うち事業主都合 1,041 ▲ 10.8 653 ▲ 9.3 673 ▲ 3.4 2,367 ▲ 8.4

うち自己都合 1,980 ▲ 7.8 1,749 5.7 1,591 ▲ 6.5 5,320 ▲ 3.3

 

計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比

92,811 9.8 86,765 ▲ 6.5 72,102 ▲ 16.9 69,407 ▲ 3.7 64,030 ▲ 7.7 60,715 ▲ 5.2 77,622 27.8 83,535 7.6 77,001 ▲ 7.8 72,924 ▲ 5.3 68,236 ▲ 6.4 61,822 ▲ 9.4 56,883 ▲ 8.0 53,479 ▲ 6.0

10,737 10.4 11,803 9.9 12,427 5.3 14,708 18.4 15,517 5.5 15,391 ▲ 0.8 18,837 22.4 17,133 ▲ 9.0 20,030 16.9 18,604 ▲ 7.1 20,178 8.5 20,586 2.0 20,625 0.2 19,927 ▲ 3.4

74,381 9.3 66,597 ▲ 10.5 53,486 ▲ 19.7 49,004 ▲ 8.4 43,524 ▲ 11.2 40,802 ▲ 6.3 53,907 32.1 60,589 12.4 49,625 ▲ 18.1 45,199 ▲ 8.9 41,948 ▲ 7.2 36,007 ▲ 14.2 31,608 ▲ 12.2 29,481 ▲ 6.7

うち事業主都合 24,419 19.9 19,251 ▲ 21.2 13,525 ▲ 29.7 11,306 ▲ 16.4 9,585 ▲ 15.2 10,099 5.4 21,958 117.4 29,246 33.2 18,625 ▲ 36.3 17,412 ▲ 6.5 15,734 ▲ 9.6 11,742 ▲ 25.4 9,230 ▲ 21.4 8,293 ▲ 10.2

うち自己都合 43,697 4.1 42,098 ▲ 3.7 35,845 ▲ 14.9 34,374 ▲ 4.1 31,056 ▲ 9.7 27,942 ▲ 10.0 28,888 3.4 27,478 ▲ 4.9 27,397 ▲ 0.3 24,860 ▲ 9.3 23,849 ▲ 4.1 22,391 ▲ 6.1 20,784 ▲ 7.2 19,682 ▲ 5.3

平成24年度平成23年度平成22年度平成21年度平成16年度平成15年度 平成20年度平成19年度平成18年度平成17年度

28年10月 28年11月

うち離職者

○ 参 考

新規求職者

新規求職者数

うち在職者

平成14年度

うち在職者

28年4月 28年5月 28年6月 28年7月 28年9月 28年12月 29年2月

うち離職者

29年1月 28年度計29年3月28年8月

平成25年度 平成26年度 平成27年度







平成２８年６月分

就職件数 充足件数
雇用保険受給者
早期再就職件数
（５月分）

前橋所 428 445 110

高崎所
（含む安中所）

443 456 114

桐生所 171 129 35

伊勢崎所 253 286 97

太田所 341 345 84

館林所 188 222 55

沼田所 102 82 30

富岡所 90 80 27

藤岡所 82 88 33

渋川所
（含む中之条所）

224 173 54

【充足件数】
公共職業安定所が受理した求人に対して、公共職業安定所の職業紹介により充足

（４ヶ月以上の雇用期間）に結びついた件数

【雇用保険受給者早期再就職件数】
公共職業安定所が受給資格決定した雇用保険受給者が、所定給付日数の残日数３

分の２以上を残して就職した受給資格者数

公共職業安定所の主な業務実績

各公共職業安定所毎に主な業務実績を毎月公表していきます。

指 標

【就職件数】
公共職業安定所の職業紹介により就職（４ヶ月以上の雇用期間）に結びついた件

数


